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社員全員の使命感を一つの力にまとめ 
NSユナイテッド海運を前進させていく

資源の乏しい島国である日本において、海上物流は、

重量ベースで貿易量の99％を担う、国の根幹を支える

社会インフラです。当社も、鉄鋼原料やエネルギーと

いった基幹産業を支える物資の輸送に重点を置き、

100年以上、絶え間なくその役割を果たしてきました。

「海上物流で、共に世界の今をつくる責任、未来へつな

ぐ責任を果たす」という当社のパーパスは、社員全員

で考え選んだもので、そこには世界の経済を成り立た

せていることへの自負・使命感・日々の業務に懸ける

熱意が込められています。

この全ての社員の使命感・責任感や熱量を一つの力

にまとめあげ、NSユナイテッド海運を正しい方向へ前

進させていくことが私の役割です。そして、社長に就

任した2023年、当社は2030年のありたい姿へ向け、

どのように進んでいくのかを「ビジョン」として示し、

その実現に向けた道筋を中期経営計画「FORWARD 

2030 Ⅱ」として策定しました。

中期経営計画（2024～2027年度）は、持続的な企

業価値向上とカーボンニュートラル実現の両立を図る

成長戦略・事業戦略を、①新規成長事業領域の拡大、

②既存中核事業領域の深化という2つのテーマに焦点

を当てて策定したものです。「始動の年」とした2024

年度、「定着の年」とした2025年度と、前半２年間は

中期経営計画で掲げた施策は順調に進捗したと捉えて

います。

それを象徴するのが、従来の重油比で80％超のGHG

排出量削減効果が見込めるメタノール二元燃料船の導

入です。これは中期経営計画の目玉となる投資案件で、

ケープサイズでは世界初となるメタノール二元燃料船

について、2024年度に複数隻の建造契約を、2025年

度に2隻の輸送契約を締結しました。2027年度以降

に順次就航する予定で、“クリーンでサステナブルな海

上輸送”の実現を志す当社にとっては、まさにフラッ

グシップとなることが期待されます。

当社は現在、中期経営計画の下、大型投資案件に加

え、環境対応の新型船・新技術を運用する人材の育成、

安全・効率・成長を支えるDXの推進、さらに企業と

してのサステナビリティの土台となるガバナンスの強

化など、持続的企業価値向上の基盤づくりに精力的に

取り組んでいます。

トップメッセージサマリー

● �中期経営計画の前半2年間は着実に進捗し、環境対応投資をはじめとする成長戦略を前進させました

● �後半2年間は、安全運航の徹底と人材・現場力の強化により、持続的成長の基盤をさらに強固な 
ものにします

● �成長投資を確実に成果へ結び付けるとともに、資本効率を重視した経営を推進します

● �ステークホルダーとの対話と協働を通じて、企業価値の向上と社会への貢献を実現します
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成長投資を成果に結び付けるとともに 
現場レベルの対応力向上に取り組んでいく

中期経営計画の後半2年間は、目標の確実な達成に

向けて「やりきる」ことが求められる期間であり、トッ

プとして強い責任感を持って経営に臨まなければなら

ないと考えています。その覚悟の下、主に次の3点に

力を注いでいく方針です。

第一は「安全運航の徹底とそれを支える人材・現場

力のさらなる底上げ」です。

当社グループが最優先に取り組むべきは、安全運航

の徹底です。本年3月に当社グループ会社が用船する

船舶において発生した衝突事故を重く受け止め、当社

所有船のみならず用船を含めた船隊全体のさらなる安

全運航の徹底を図ります。

安全強化にも寄与する船舶への新たな技術導入にも

投資を行い、運航技術の高度化を進めていますが、そ

れらを支えるのは現場の力であり、人材です。それを

運用する人材の育成が遅れるようなことがあってはな

りません。人材の育成、そして船員の皆さんのWell-

beingの向上に取り組み、現場レベルでの変化への対

応力を高めることで、安全・安定運航の基盤をさらに

強固なものとしていきます。

第二は「成長投資をしっかりと成果に結び付けてい

く」ということです。環境対応投資はすでに実行済み

の案件も多いため、安定的な収益と競争力を生み出せ

るかどうかが問われるフェーズに入っています。技術

的な課題や顧客のニーズなど、状況の変化を見極めな

がら投資回収と競争優位の両立を図っていかなければ

ならないと考えています。

資本コストを上回るリターンを安定的に 
創出することに、今後も注力していく

第三が「資本コストと市場評価を意識した経営」で

あり、この点については少し詳しくお話ししたいと思

います。当社は従前から、株主資本コストを上回るリ

ターンを中長期で安定的に創出できているかという点

を特に重視し、以下の3点に力を入れてきており、こ

れからも継続して取り組んでいく考えです。

まず1点目は「財務規律の徹底」です。中期経営計

画では、2030年度までに3,000億円規模の投資を実

行する方針を打ち出していますが、過度なレバレッジ

に依存せず、健全な財務体質をしっかりと維持しなが

ら成長投資を行っていきます。

2点目は「投資案件ごとの資本効率の検証」です。

当然のことではありますが、環境対応案件には何でも

投資するということではなく、戦略的な必要性、将来

の収益性・競争力への寄与を詳細に検討した上で、投

資判断を行っていかなければなりません。

3点目は「市場との対話の強化」です。株主・投資家

の皆さまとの継続的対話・IRの質的充実を通じ、当社

の事業モデル、中長期の戦略への理解を深めていただ

き、NSユナイテッド海運のどこが注目に値するのか、

しっかりと見ていただくことが重要だと考えています。

資本コストを意識するとは、「攻め」と「守り」を常

に問い続けることです。非常に難しい判断を求められ

るわけですが、この視点を持ち続けていかなければしっ

かりとした経営にはならないと私は考えています。
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中長期の戦略についてご理解いただけるよう 
透明性を持って市場に発信し続けていく

海運業界は、世界のどこかで何かが起こるたびにそ

れが市況に敏感に反映される、変化の激しい業界です。

そうした市況動向に左右されにくい収益基盤をいかに

強靭なものにしていくかが、経営上の重要課題です。

当社の場合、鉄鋼原料を中心とした長期契約に基づく

安定収益が事業基盤を下支えしているという強みを持

ちますが、一方で、その安定性を維持するためには、

相当多額の成長投資も行っていかなければなりません。

中期経営計画では「環境対応をしつつROE（自己資本

利益率）10％以上を目指す」という財務目標を掲げて

いますが、ROE、Net DER（純負債資本倍率）といっ

た指標の背景にある当社の考え方、中長期の戦略につ

いて丁寧にご説明し、適切に発信し続け、株主・投資

家の皆さまや市場のご理解を得ていくことが非常に重

要だと考えています。

また、株主還元につきましては、経営上の重要施策

の一つに位置付け、連結業績を基準とした配当性向

30％を基本として安定的・継続的な還元を行うことを

掲げています。この方針は今後も堅持して実行してい

きますし、何よりもしっかりと業績を上げ、株主の皆

さまに一層の利益還元を行っていくことが重要である

と認識しています。

社会に不可欠な海上物流を支え続ける使命を 
これからも変わらず誠実に担っていく

私は、社長に就任したときから一貫して「全てのス

テークホルダーとの協働」の大切さを訴えてきました。

株主・顧客の皆さまをはじめ、海上物流を支える船員

や陸上職社員、国内外の港湾関係およびその地域の皆

さまなど、当社グループは、実に幅広いステークホル

ダーの皆さまとつながっています。その全ての方々と

しっかりとコミュニケーションを取り、さまざまな声

に耳を傾ける。その積み重ねの中でこそ、当社は気付

きを得て、業務を進化させることができると信じてい

ます。

中期経営計画のサブタイトルは「Challenge for 

innovation and further growth with U」ですが、こ

の「U」は、社名であるユナイテッドの「U」と、ステー

クホルダーの皆さまを表す「You」をかけたものです。

イノベーションも、さらなる成長（further growth）も、

ステークホルダーの皆さまと一緒に、まさに「協働」

の中で成し遂げていきたい。そうした思いを、サブタ

イトルに込めています。

そして、全てのステークホルダーの皆さまにお伝え

したいのは、当社が「誠実で良質な海上輸送サービス

の提供を通じて社会の発展に貢献する」ことを基本理

念として歩んできたということです。運航の安全と品

質に決して妥協することなく、社会に不可欠な海上物

流を支え続ける責任を当社は負っていると認識してい

ます。これまでもその使命を担っており、今後もその

姿勢は変わりません。深い信頼を寄せていただける、

海上物流に必要不可欠な企業であり続けるべく、これ

からもグループ一丸となって努力を続けていきます。

ステークホルダーの皆さまには、引き続きご指導、

ご支援賜りますよう心からお願い申し上げます。
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4つの質問でひも解くNSUグループ

● ワンストップソリューション事例　
貨物：発電用バイオマス燃料のパームヤシ殻（PKS）　輸送区間：パダン港（インドネシア）～宇部港～豊前港

「NSユナイテッド」の社名の由来は？

何をやっている会社なの？

合併前の両社はいずれも鉄鋼業界と深い関わりを持ち、そのルーツは1901年に製鉄用鉄鉱石輸送を開始
したことに遡り、120年以上の歴史を有しています。

現在は鉄鉱石をはじめとする原料に加え、穀物・バイオマス燃料・鋼材・LNG・LPGなどを幅広く輸送し、
世界の暮らしを支えています。

当社グループは、国内輸送を担う内航海運会社と国際輸送を担う外航海運会社から成り、約210隻の船舶
を運航しています。人々の暮らしや産業に不可欠な資源・エネルギー・食糧などを海上輸送し、社会や産業
の基盤を支えています。また、内航・外航が連携することで、顧客ニーズに応じたワンストップソリュー
ションを提供しています。

日鉄海運「N」と新和海運「S」が2010年に合併「United」して誕生した会社です

海上輸送で社会インフラを支えている会社です

新和海運株式会社
1901年2月　�官営八幡製鐵所、第一溶鉱炉の作業開始
1934年1月　�日本製鐵株式会社設立（海上輸送は八幡製鐵所海運課所管）

1950年4月　日本製鐵の海運部門が分離独立し、
日鐵汽船株式会社創立

1962年2月　東邦海運株式会社と合併し、商号を
新和海運株式会社と改称

日鉄海運株式会社
1957年 1月　�日邦汽船株式会社創立
1983年 9月　�新日本製鐵株式會社が筆頭株主となる
1990年12月　�日鐵海運株式 

会社と合併し、 
商号を日鉄海運
株式会社と変更

Q1

Q2

A

A

外航 陸上輸送へ連携内航

外航部門がインドネシアから
日本（宇部港）へ貨物を輸送

宇部港にて、内航船へ 
貨物の積み替え

内航部門が、宇部港から豊前港へ
国内輸送

豊前港で陸揚げされた貨物は、
運搬車で顧客の元へ

2010年10月 NSユナイテッド海運株式会社 誕生
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どんな規模の会社なの？

安定して収益を出せているのはなぜ？

日本の海運会社として確かな事業基盤を築き、中堅規模ながら従業員一人当たりの売上高や営業利益は国
内海運会社の中でトップレベルの水準にあります。

少数精鋭ならではの責任の大きさをやりがいに変え、組織の一体感や情報共有のしやすさ、迅速な対応力
を強みに、安全で信頼される海上輸送を実現しています。

中堅海運会社として、少数精鋭で海陸社員が実直に頑張っています

健全な船隊・財務基盤により、市況変動に強い安定収益を実現しています

Q3

Q4

A

A
海運市況は、世界経済の動向・荷動き・船腹の需給バランス・原油価格などの外的要因の影響を受け、常

に変動します。こうした中、当社は鉄鋼原料輸送を中心とした中長期契約を志向して事業基盤の安定・強化
を図りながら、安全かつ安定した貨物輸送サービスを展開しています。

BDI（バルチック海運指数）月平均（points） 連結営業利益（億円）
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データで見るNSUグループ
財務情報（2025年度）

アジア（日本を除く）アジア（日本を除く）

264264億億8484百万円百万円
11.5311.53 ％％

中近東中近東

1111億億9494百万円百万円
0.520.52 ％％

その他その他

6262億億8585百万円百万円
2.742.74 ％％

オーストラリアオーストラリア

722722億億5959百万円百万円
31.4531.45 ％％

日本日本

666666億億77百万円百万円
28.9928.99 ％％

北米・南米（ブラジルを除く）北米・南米（ブラジルを除く）

357357億億6969百万円百万円
15.5715.57 ％％

ブラジルブラジル

211211億億8686百万円百万円
9.229.22 ％％

210億円

経常利益

241億円

当期純利益

13.8 ％

ROE

安定性

株主価値

1,872億円

自己資本

63.2 %

自己資本比率

636億円

有利子負債

－0.01倍

Net DER

310円

1株あたり年間配当金

7.1倍

PER

0.92倍

PBR

55億47百万円

設備投資額

売上高　2,298億円
外航

1,970億62百万円

内航

327億22百万円

営業利益　205億円
外航

154億89百万円

内航

50億41百万円

セグメント別内訳

地域別内訳

収益性
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非財務情報（2025年度）

8,883万重量トン

貨物輸送量

1,331万重量トン

運航船腹総重量

輸送能力

売上高・親会社株主に帰属する当期純利益と中期経営計画の変遷

ESG

268万トン

GHG排出量

669人　（外航262人　内航・その他407人）

グループ従業員数

9人中4人

取締役会における
社外取締役の割合

グループ運航船舶総隻数　211隻（2026年3月末時点）

内航船　81隻

所有船21隻／用船60隻

外航船　130隻

所有船40隻／用船90隻

● ドライバルカー� 127隻

・鉄鋼原料船� 50隻

・中小型バルカー� 77隻

● 大型LPG運搬船� 3隻

（単位：億円）

インダストリアル・キャリアと 
コモン･キャリアの融合と、 
市況低迷に強い事業構造の 
構築を実行

Unite & Full- 
Ahead!

～新たなる価値の創造を 
目指して～

環境性能に優れた 
新造船をはじめとする 
戦略的船隊整備を実行

Unite &  
Full-Ahead!  Ⅱ

～新たな発展への 
スタート～

収益基盤を拡充し 
健全な財務体質を構築

前中計による財務基
盤をベースに、成長
戦略に着手。 
持続的な成長と企業
価値最大化に向けた
新たな一歩へ

NSU 
2021

～Next Stage after United 
for 2021～

ブランド力の向上、サステナブルな事業
構造の構築、レジリエントな経営基盤の
確立を重点戦略に掲げ、2030年に「収
益性と社会性を兼ね備えた企業」の実現
を目指す

FORWARD 
2030

～Driving U forward over the next 
decade～

FORWARD 
2030 Ⅱ
～Challenge for 

innovation and further 
growth with ～

186
241

180

276
236

6159
9366

3341
86108

-155
-9

202520242023202220212020201920182017201620152014201320122011

● ドライバルカー� 75隻

● LPG運搬船� 3隻

● LNG運搬船� 3隻

2011-2013年度 2014-2016年度 2017-2019年度 2020-2023年度 2024-2027年度
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財務・非財務データ

※1　�当社は、2017年10月1日付で株式併合（普通株式10株を1株に併合）を実施していますが、2011年度期首に当該株式併合が行われたとして、 
1株当たり情報を算定しています。

※2　単体従業員数は、2021年度より受入出向者を含め、2022年度以降はこれに契約社員を加えた人数としています。
※3　停船率＝年間停船時間合計÷年間延稼働時間×1,000（対象船舶：当社社船・管理船）

営業利益 親会社株主に帰属する当期純利益／ROE

会計年度（連結） 単位 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025
売上高 百万円 125,276 139,000 151,068 148,415 138,454 195,941 250,825 233,100 247,408 229,784
営業利益 百万円 6,558 7,361 8,911 7,040 6,736 26,711 32,487 21,601 20,224 20,529
経常利益 百万円 4,607 5,555 7,784 5,479 5,532 26,606 33,444 22,185 19,015 21,046
税金等調整前当期純利益 百万円 3,814 6,419 10,502 7,197 7,351 29,069 32,860 22,496 21,740 28,083
親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 3,322 6,613 9,343 5,947 6,131 23,582 27,603 17,986 18,621 24,095
1株当たり情報※1

1株当たり当期純利益 円 140.9 280.6 396.4 252.3 260.2 1,000.7 1,171.3 763.2 790.2 1,022.5
1株当たり純資産 円 3,259.0 3,423.2 3,778.0 3,866.0 4,090.6 5,015.2 5,830.6 6,347.5 6,905.8 7,943.8
1株当たり配当金 円 40 85 115 80 80 285 365 230 240 310
株価（期末日終値） 円 2,400 2,170 2,369 1,387 1,885 4,210 4,115 4,610 4,005 7,290

会計年度末
総資産 百万円 233,071 228,229 223,528 248,522 270,760 274,871 275,784 286,344 287,948 296,361
純資産 百万円 76,826 80,691 89,038 91,110 96,402 118,189 137,405 149,584 162,738 187,200
自己資本比率 ％ 33.0 35.3 39.8 36.7 35.6 43.0 49.8 52.2 56.5 63.2

主要財務指標
ROE（自己資本利益率） ％ 4.4 8.4 11.0 6.6 6.5 22.0 21.6 12.5 11.9 13.8
PER（株価収益率） 倍 17.0 7.7 6.0 5.5 7.3 4.2 3.5 6.0 5.1 7.1
配当性向 ％ 28.4 30.3 29.0 31.7 30.7 28.5 31.2 30.1 30.4 30.3
有利子負債 百万円 133,707 125,729 113,801 137,494 149,207 123,695 100,787 97,095 85,316 63,602
Net DER 倍 1.40 1.22 0.98 1.29 1.26 0.78 0.44 0.33 0.18 △0.01
設備投資額 百万円 29,491 23,656 18,602 60,805 41,330 5,564 6,153 13,311 18,541 5,547

非財務データ（単体）
従業員数※2　陸上（女性） 人 160（37） 158（37） 158（37） 163（38） 162（35） 167（36） 184（45） 184（48） 189（50） 205（52）
　　　　　　海上（女性） 人 47（—） 45（1） 43（2） 44（2） 50（3） 48（4） 48（6） 50（5） 58（4） 56（4）
船腹量の推移 隻/万トン 124/1,219 128/1,284 121/1,180 125/1,306 127/1,403 127/1,381 131/1,345 133/1,368 140/1,414 130/1,307
停船率※3 1.20 0.43 0.58 2.16 11.95 7.01 4.00 0.91 3.28 2.38
貨物輸送量 千トン 62,483 62,134 64,206 59,866 72,149 73,725 73,280 70,516 75,017 71,097
燃料消費量（A重油/C重油） 千トン 21/644 22/634 28/672 35/609 35/662 40/688 42/675 38/649 38/678 39/645
低炭素燃料消費量（バイオディーゼル（B100ベース）/LNG） トン － － － － － － － 183/－ 373/813 560/893
CO₂排出量 千トン 2,033 2,005 2,139 2,008 2,175 2,284 2,249 2,156 2,233 2,133
輸送単位（トン・マイル）当たりのCO₂削減率（2019年比） ％ － － － 基準年 6.77 8.61 7.83 9.01 10.49 11.31

非財務データ（GHG排出量/連結）
スコープ1（事業による直接排出） 千トン － － － 2,199 2,328 2,447 2,424 2,342 2,469 2,349
スコープ2（購入した電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出） 千トン － － － 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1
スコープ3（その他の間接排出＊） 千トン － － － 305 324 337 337 373 351 329

カテゴリー 1（購入した製品・サービス） 千トン － － － － － － 2.1 6.5 9.4 5.6
カテゴリー 2（資本財） 千トン － － － － － － － 37 4.2 1.4
カテゴリー 3（燃料・電力の上流工程） 千トン － － － 305 324 336 334 328 336 320
カテゴリー 5（廃棄物） 千トン － － － － － 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
カテゴリー 6（出張） 千トン － － － － － － 0.5 1.0 1.1 1.0
カテゴリー 7（通勤） 千トン － － － 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
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● 非財務データのうち貨物輸送量以下の数値は2018年までは会計年度、2019年以降は暦年ベースで算出しています。
● 当社は、自社で算定した当社グループのGHG排出量に対し、一般財団法人日本海事協会（ClassNK）による第三者検証を受け、検証声明書を取得しました。
● 新リース会計基準の適用により、2027年度以降に計上が見込まれる未経過用船料債務（見込額約800億円）は上記数値には含まれていません。

純資産 有利子負債／Net DER

会計年度（連結） 単位 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025
売上高 百万円 125,276 139,000 151,068 148,415 138,454 195,941 250,825 233,100 247,408 229,784
営業利益 百万円 6,558 7,361 8,911 7,040 6,736 26,711 32,487 21,601 20,224 20,529
経常利益 百万円 4,607 5,555 7,784 5,479 5,532 26,606 33,444 22,185 19,015 21,046
税金等調整前当期純利益 百万円 3,814 6,419 10,502 7,197 7,351 29,069 32,860 22,496 21,740 28,083
親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 3,322 6,613 9,343 5,947 6,131 23,582 27,603 17,986 18,621 24,095
1株当たり情報※1

1株当たり当期純利益 円 140.9 280.6 396.4 252.3 260.2 1,000.7 1,171.3 763.2 790.2 1,022.5
1株当たり純資産 円 3,259.0 3,423.2 3,778.0 3,866.0 4,090.6 5,015.2 5,830.6 6,347.5 6,905.8 7,943.8
1株当たり配当金 円 40 85 115 80 80 285 365 230 240 310
株価（期末日終値） 円 2,400 2,170 2,369 1,387 1,885 4,210 4,115 4,610 4,005 7,290

会計年度末
総資産 百万円 233,071 228,229 223,528 248,522 270,760 274,871 275,784 286,344 287,948 296,361
純資産 百万円 76,826 80,691 89,038 91,110 96,402 118,189 137,405 149,584 162,738 187,200
自己資本比率 ％ 33.0 35.3 39.8 36.7 35.6 43.0 49.8 52.2 56.5 63.2

主要財務指標
ROE（自己資本利益率） ％ 4.4 8.4 11.0 6.6 6.5 22.0 21.6 12.5 11.9 13.8
PER（株価収益率） 倍 17.0 7.7 6.0 5.5 7.3 4.2 3.5 6.0 5.1 7.1
配当性向 ％ 28.4 30.3 29.0 31.7 30.7 28.5 31.2 30.1 30.4 30.3
有利子負債 百万円 133,707 125,729 113,801 137,494 149,207 123,695 100,787 97,095 85,316 63,602
Net DER 倍 1.40 1.22 0.98 1.29 1.26 0.78 0.44 0.33 0.18 △0.01
設備投資額 百万円 29,491 23,656 18,602 60,805 41,330 5,564 6,153 13,311 18,541 5,547

非財務データ（単体）
従業員数※2　陸上（女性） 人 160（37） 158（37） 158（37） 163（38） 162（35） 167（36） 184（45） 184（48） 189（50） 205（52）
　　　　　　海上（女性） 人 47（—） 45（1） 43（2） 44（2） 50（3） 48（4） 48（6） 50（5） 58（4） 56（4）
船腹量の推移 隻/万トン 124/1,219 128/1,284 121/1,180 125/1,306 127/1,403 127/1,381 131/1,345 133/1,368 140/1,414 130/1,307
停船率※3 1.20 0.43 0.58 2.16 11.95 7.01 4.00 0.91 3.28 2.38
貨物輸送量 千トン 62,483 62,134 64,206 59,866 72,149 73,725 73,280 70,516 75,017 71,097
燃料消費量（A重油/C重油） 千トン 21/644 22/634 28/672 35/609 35/662 40/688 42/675 38/649 38/678 39/645
低炭素燃料消費量（バイオディーゼル（B100ベース）/LNG） トン － － － － － － － 183/－ 373/813 560/893
CO₂排出量 千トン 2,033 2,005 2,139 2,008 2,175 2,284 2,249 2,156 2,233 2,133
輸送単位（トン・マイル）当たりのCO₂削減率（2019年比） ％ － － － 基準年 6.77 8.61 7.83 9.01 10.49 11.31

非財務データ（GHG排出量/連結）
スコープ1（事業による直接排出） 千トン － － － 2,199 2,328 2,447 2,424 2,342 2,469 2,349
スコープ2（購入した電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出） 千トン － － － 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1
スコープ3（その他の間接排出＊） 千トン － － － 305 324 337 337 373 351 329

カテゴリー 1（購入した製品・サービス） 千トン － － － － － － 2.1 6.5 9.4 5.6
カテゴリー 2（資本財） 千トン － － － － － － － 37 4.2 1.4
カテゴリー 3（燃料・電力の上流工程） 千トン － － － 305 324 336 334 328 336 320
カテゴリー 5（廃棄物） 千トン － － － － － 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
カテゴリー 6（出張） 千トン － － － － － － 0.5 1.0 1.1 1.0
カテゴリー 7（通勤） 千トン － － － 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

2027年度目標
営業利益� 200億円 当期純利益� 180億円 ROE� 10.0％
純資産� 1,920億円 有利子負債� 1,400億円※ Net DER� 1.0倍※

※新リース会計基準の適用により2027年度以降に計上が見込まれる未経過用船料債務（見込額約800億円）は上記数値には含まれていません。
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パーパスと経営戦略のコネクティビティ

How

Why

ミッション／基本理念（パーパス実現のための使命）
NSユナイテッド海運グループは、
誠実で良質な海上輸送サービスの提供を通じて社会の発展に貢献します

2030年ビジョン（パーパス実現に向けた将来像）
クリーンでサステナブルな海上輸送における必要不可欠な存在を目指し、
ステークホルダーと協働して変革を続け、企業価値のさらなる向上を図ります

バリュー（大切にする価値観・行動原則）

同期化

6つのマテリアリティ（重要課題）

● 最優先である安全運航の徹底
● 環境保全・気候変動への取り組み強化
● 輸送品質向上による顧客満足の向上
● 人材の育成・評価、D&I、人権
● 技術、イノベーション、DX
● 健全なガバナンス、BCP

What

Where

状況に応じて
検証・洗練

変わらず
存在するコア

経営理念 企業行動規範、
行動基準

サステナビリティ
基本方針

パーパス（当社の存在価値）
海上物流で、共に世界の今をつくる責任、未来へつなぐ責任を果たす

2030年のありたい姿から
バックキャストして策定
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当社グループが掲げる2050年目標や2030年ビジョンは、いずれも当社パーパス実現に向けたロードマップの中に
内包されています。足元では、中期経営計画とマテリアリティを軸に、戦略と価値観の連動性の深化を図っています。

2028年度～　次期中期経営計画

強みの基盤 長年にわたり蓄積した輸送ノウハウと 
顧客との信頼関係

成長投資を支える 
健全な財務体質

大型船の長期契約を柱とした 
安定的な収益構造

強み 顧客ニーズに対応する
ワンストップソリューション

ドライバルク輸送で築いた
安心と信頼のUブランド

メタノール二元燃料船など
脱炭素化に向けた先行投資

2024～2027年度　中期経営計画「FORWARD2030 Ⅱ」

事業戦略・成長戦略

事業戦略を支える取り組み

投資計画

2027年度財務目標 ● 連結営業利益：200億円	 ● ROE：10.0％	 ● Net DER：1.0倍以下

新規成長事業領域の拡大

人的資本戦略

資本政策

サステナブルシッピング戦略 ガバナンス強化 DX戦略

既存中核事業領域の深化

企業価値向上とカーボンニュートラル実現の両立2050年目標

パーパス（当社の存在価値）
海上物流で、共に世界の今をつくる責任、未来へつなぐ責任を果たす

2030年度目標

目 標

財務側面 非財務側面

● �Net DER1.0倍以下を維持しつつ、投資余力3,000億円を確保
● �株主資本コスト7％を十分に上回るROE 10％以上
● �配当性向は30％を基準に、さらなる株主還元の強化を検討

● �GHG排出量削減：2019年比25％減

2025年度実績
● �連結営業利益：205億円	 ● ROE：13.8％	 ● Net DER：-0.01倍
● �単体GHG排出量：2019年比6.2％増
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ワンストップ
ソリューションを提供

当社グループ

信頼関係に基づき、
貨物輸送を依頼 顧客 安全・安定運航を支え、

共に成長・発展
船主

パートナー企業

地域と共に歩み、
次世代につながる
未来の実現に貢献

地域社会 環境に配慮した取り組みで、
持続可能な海上輸送を実現環境

価値創造プロセス
当社は、人的資本・船舶資産・ステークホルダーとの信頼関係などの経営基盤を活かし、中長期的な視点で環境対応
や安全運航の強化を進め、パーパスの実現と企業価値向上につなげていきます。

INPUT

事業活動

ビジネスモデルを進化・加速

事業環境の変化
● �厳格化する環境規制への対応が求められ、新燃料船に対する顧客ニーズの高まりや実用化に向けた動きが加速
● �インフレ基調が継続し原材料価格の上昇、人件費増などが影響し船舶管理コストに増加圧力
● �陸上、海上ともにAIを活用した技術革新が進み、業務プロセスや体制を高度化・再構築する機会が到来

財務資本
堅固な財務基盤

● �自己資本比率 
63.2％（前期56.5％）

● �営業キャッシュフロー 
354億円（前期349億円）

人的資本
高度な技術を持った多様性ある集団

● 従業員数	 669名
● �総研修費用※	 5,576万円

知的資本
● �安全運航・貨物積付に関する技術・知識
● �グローバル拠点を活用した 

顧客ネットワークおよび営業基盤
● �国内外の輸送ニーズに対応する 

ワンストップソリューション提供力

自然資本
CO2排出削減に貢献する燃料の活用

● �バイオディーゼル燃料使用量 
（B100ベース）　560MT

設備資本
● �世界最大船型から内航船までの 

211隻の船隊
● �世界9カ国・地域の営業・船舶管理

拠点を活用し、24時間体制で対応
● �設備投資額　55億47百万円

社会関係資本
● �グローバルな顧客基盤
● �荷主との長期的な信頼関係
● �国内外のステークホルダーとの 

パートナーシップ

中期経営計画とマテリアリティの両輪で推進する
● 既存ビジネスの改善・効率化　　　● 事業リスクの低減　　　● 新たな成長機会の確保実行戦略

各数値は2026年３月末時点のものです（※は当社単体ベース）
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OUTPUT

OUTCOME

海上輸送サービスの提供
● �貨物輸送量　8,883万重量トン 
（鉄鋼原料、エネルギー資源、原材料、製品、食糧など）

財務資本
● �売上高　：2,298億円（前期比▲7.1％）
● �営業利益：205億円（前期比＋1.5％）
● �純利益　：241億円（前期比＋29.4％）

人的資本
● �一人当たり売上高　3.4億円

知的資本
● �新燃料船および燃費削減デバイス搭載船に関する 

運航知見の蓄積・体系化
● �運航マニュアルの整備
● �教育・訓練体系の構築
● �停船率（当社社船・管理船）　2.38（前期3.28）

自然資本
● �輸送単位当たりの 

CO2削減率（2019年比）※　11.31％

設備資本
● �環境性能に優れたフェーズ3船へのリプレース推進

社会関係資本
● �運航隻数に占める船主からの用船の割合　72％
● �サプライチェーン全体での脱炭素化に向けた 

協働体制の構築・強化

海上荷動きの見通し
● �米国関税政策をはじめとする各国の貿易政策や、中東情勢をはじめとした地政学的リスクの高まりが、海上輸送量や輸送距離にど

のような影響を及ぼすかを注視
● �粗鋼生産について、国内は減少傾向にあるものの、中国・インドを中心に足元で底堅く推移しており、鉄鋼原料に関しては一定の

輸送需要が見込まれる
● �一般炭輸送需要の減少が見込まれる一方で、原料炭やボーキサイト、バイオマスなどの副原料輸送需要は堅調に推移

海上物流で、海上物流で、
共に世界の今をつくる責任、共に世界の今をつくる責任、
未来へつなぐ責任を果たす未来へつなぐ責任を果たす

パーパス

中期経営計画（2024-2027年度）に 
おける財務目標
● 連結営業利益：200億円
● ROE：10.0％
● Net DER：1.0倍以下

2030年に目指す姿
クリーンでサステナブルな海上輸送におけ
る必要不可欠な存在を目指し、ステークホ
ルダーと協働して変革を続け、企業価値の
さらなる向上を図る

財務目標
Net DER1.0倍以下と財務規律を維持しつつ、
継続的な利益成長により株主資本コスト7％
を十分に上回るROE10％以上を目指す

株主還元
配当性向は30％を基準として、 
さらなる株主還元の強化を検討

非財務目標
GHG排出量　2019年比25％削減

社会価値
● 安全運航の徹底
● 顧客と当社の脱炭素化推進

再投資による基盤強化

19NS UNITED REPORT 2026

価値創造ストーリー 価値創造戦略 価値創造基盤

PART 01 PART 02INTRODUCTIONCONTENTS PART 03


